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参議院改革論議の検証
ー審議構造のあり方を中心に
千葉大学大学院社会科学研究科修了
問題と視角
参議院は創設時から今日まで、屡々蕪用論を唱えられ、
常に改革の検討と実行とを繰り返してきた。法律案が参議院で否決された場合、衆議院は三分の二以上の特挺多数で再議決しなければ法律 して或立せず、かつ衆議院で与党がこの特別多数を占めることに現実性がないと考えられてきたため、野党が多数を占める場合の参議院は政府・与党の政策遂行 障害と見なされたからである。反面、与党が参議援でも多数を占めてきた自民党一党覆位体制時に辻、安定した 権運営 ため党議拘束等の手段 よって参議援に衆議院との同一歩調 強いると、参議長は単なるラパー
i
スタンプと見なされてきたからでもある。
加えて、昨年国会提出された露政民営化関違法案の成否
を巡る一連の過程は、衆議長内与党が当該特別多数以上の
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議席を占める状況を生みだし、参議院の存在意義自体が関われることとなった。今後、参議提麗止論とまではいかなくとも、従来の改革論議の殆どを占めてきた権限縮小論・弱体化論が高唱される可能性は十分にある。もとより、衆議院与党の持崩多数は中長期的に見れば例外的事象であり、その持続可能性は明白でない。しかし、我が国の政治システムにおける参議院の註置を明確化し、存在意義を明らかにする必要性が従来に増して切迫したもの なったと言わざるを得ない。本稿は、かような状況を踏まえ、参議院改革論議の抱える需題等を概観しながら、主と て参議院の審議講造を検討することにより、参議院 在 べき姿 独自性・存在意義を探ろう する一つ 試みであ 。
その際、議論の前提として留意すべき点が一つある。そ
れは、出尽くしたとも言われるほど多様な改革の提案が正論であっても、当事者が受け容れ辛 れば実現 菌難
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〈修士論文要旨〉
ることである。それを踏まえない参議院改革論議は、の空論に経わるしかないであろう。
祝
上 
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我が国の政治システムと参議院・参議毘改革論議
参議院の審議講造を検証する前に、我が国の政治システ
ムの現況や変容と、参議読及び参議毘改革論議との関わちゃ当該論議の抱える問題・混乱について、設党政治・議院内障制・内閣主導性確保 観点からそれぞれ概括的に整理しておきたい。( 1 )
政党政治の進震と参議院
参議院は創設当初から、数の支配する衆議院に対し牽制
的・抑制的役割を果 すため、理性の府として衆議院と異なる民意を反映するとともに、非党派的立場の確保が期待されてきた。一方、議会髄民主主義国家た 我が冨において、議会運営 選挙・設権創出等 重要局面で機能してきた政党は、単なる私的結社ではなく政治システムにおけ一つの中心的存在として次第に受容されるようになった。参議院もまた 政党政治の進展と密援 関わりを持つようになっている。ここでは、政党致治と参議院の関かりとして、与野党関係 変容と国会議能に対する評栖の変化 選挙制度の変遷、改革策 る選挙制度改編と参 院の非 党化に焦点を当てる。
九三年以前の与野党関係を概観すると、
五五年体制初期
から六
0
年代の告社一か二分の一政党制時には、乱麗国会
に象議されるように妥協のない与野党対立が展開された。その後七 
0
年代中葉にかけ、自社抵落・野党多党化により
与野党が議席上詰抗する柏仲期へ移行するに従い、インフォーマルな与野党折衝が増大した。更に九三年以降、連立政権の規模・パターンの多議北に惇い、侶来の自社対立・蹴馴れ合い講造は崩壊し与野党の国定的役割観が変容した。後述する九 
0
年代以降の諸改革は制震的にこの潮流を支え
ることとなり、与党には政権公約の実現と中枢執政部への詣導力・求心力の増大、野党には与 と異なる政策的選択鼓の提示などによ号 野党関の競争を通じ国民 対し責任を負うという、新たな両者間講図への移行が現実化しつつある。
かような変遷は、国会に対する菩倍の転換をももたらし
た。国会は宮僚制の立案する政策へのラバ 
スタンプとな
り能力を発掘押していな とする国会蕪詑論から、八 
0
年代
i
以降辻、国会の制度(会期制・二院制・委員会制度)や慣習(全会一致ル 
ル)が、とりわけ可処分時間を資源とす
る野党の抵抗に 与え、法案を修正 嘉案に追い込むな
i
どの効果を与えたとする、国会議議論(ヴィスコシティ誌)などが提唱されてい 。しか 、現在もなお通説たる国会機能論は、あくまでも自民党一党擾位体髄下に け抵誌野党としての固定化された役醤を捉え評価したもの留まり、現状況で詰通男しにくい面がある。罰持に、九 
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参議院改革論議の検証
年代以降の詰改革の進展及び与野党間関係の変容を踏まえ、屋会の援能には新たな枠組みが要請され、とりわけ参議設の楼詑を明らかにする、必要が生じているが、それが明確ル泊されているわけでもない。
政党政治の流れに対し、参議院の非政党化等を実現する
有効な手段として窮得された選挙制震はどうか。確かに、創設時に制判定された参議院議員選挙法では、参議院設量の趣旨を軒酌し地方区及び全国区の二制度を設け、前者では地域代表的性格を、後者では社会各部門・各職域代表的性搭を持つ人材の輩出を運用により実現しようとした。しかし、参議読は結果的 政党化の設に翻弄されることとなった。第一回通嘗選挙後、・無所属議員を中心 結成された縁風会は、参議院の良識・非党派性・職能代表的性務を発揮するものとして屡々引き合いに るが、五五年体制成立後、参議援は主に政党所異議員により挫構成され、非覚語的笠格の保持は不可詑となった。政清の選挙制震審議会等も、当初こそ 読の非党派性を強調してきたが、七 
0
年
代以降に入ると政党化は回避できないとしてこれを是認するに至り 八一年に導入された比例代表部は、参議院に政党本金の選挙制度と致党(会採)による議会講或を決定村けることとなった。その後、参議院選挙制度 九割年の衆議院小選挙区比例代表並立能導入に伴い、両院選挙制度聞に類骸性・再震性の問題が生じたことや 比鰐名簿類位を巡るスキャンダル発覚を契機として、更なる改編を
追られることになった。しかしながら、二 
000
年の法改
正は、結果的に選挙制度審議会が九 
年に提起した非拘束
名薄式比例代表制へと変更を施すに留まり、政党本位そのものが消失されたわけではなく、むしろ両院選挙制度の類似性を問題視する余り、却って混乱が続いているように思われる。参議院の選挙髄震 関しては 詑鶴代表制廃止あるいは完全立例弐表制、選挙区制約克直し(地域ブロック割等)、関接選挙・複選制など、改草論議上多隷な提案がある。それらが一つに集約されないと ろ 、選挙制度改編による参議院非政党化構想の一定の隈界が窺えよう また、参議院選挙制約度を衆議院と大幅に議離させることが、例えば八九年以韓の与野党ねじれ現象以上の事象を引き起こす可能性、すなわち政治システムそのも の混乱・政策決定過程の行き詰まり等を想定した上で 妥当な提案と言えのか、総合的評鍾が十分とは考えられない点にも留意する必要がある。
選挙制度改革の論議と並行して、参議院の政党化を開題
視する立場から他 政治鰐度の見直しも提起されている。その主要な論点 内関総理大臣指名権の廃止、国務大豆等就任の自棄など、設権制創出・致権 画からの離説であこの提案は、参議院は内閣創出の実質的主体である衆議院とは異なり、内閣創出に関与し影響力を行使すべきではないとするもので、今 
の参議院権限縮小路緩や 
( 3 )
で触れ
る内閣・内閣稔理大臣の執仔権強化とも合致 る。しか 、
E
O
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〈修士論文要雪〉
こうした措置が政党化からの脱諒に繋がる確証や、仮に繋がるとしても勉の関連を生むことへの懸念に関する議論が十分であるとは言えない。両院とも車接公選の国民代表機関であるこ 、党リーダー選出過程における両院議員の影
d
響力が同質 こと、閣僚人事における適材適所 確保や民間人入閣との兼ね合い、政権参画から手を引いた参院の致治システム全体における地金や国会審議に与える影響の有無、等を論議した上で、政党化からの脱却の可能性と是非を再考すべきであろう。( 2 )
伝統的理解の譲寵内題割と参議読
現行憲法は三権分立と同時に議院内閣制を採用している。

臣会と内閣は相互に抑制・均衡を図り、内閣の存立を国会
の信任に長提させる関係であり、爵者需には本来的に議格
な八万立よりも一融合的で協力的な襲孫 生じる。ところが、 
こうした理解とは別に二項対立的理解に基づく議院内調制
観が伝統的に存在している。両者は「対抗」関係にあると
して、内閣及び国 が桔互 領域外にあるものと見なし、
互いの関与  
を拒み、或いは踏み込まない傾向がこれまで強

かった。 

後者のような理解に基づく田会像は、我が国の統治構造
につき国会中心主義、議会復権を指向する理念と密接な関わりを持っている この理念は、議員立法や内閣提出法案に対する諺正など立法議議を 議能の中心に据えようと
する考え方、政府・議会の厳格な分立的捉え方を特徴とすると見ることができるためである。ポルスピーの変換型議会・アリーナ型議会の類型で言え、は、アメリカ連邦議会を典型とする前者のイメージと符合する。また、国会機能としての政党(野党)の立法過程に与える影響力に、法案修正等の手段も含まれ を考えれば、先に掲げ ヴィスコシティ説に 適合的と見ることができる。
しかし、こうした理解はいくつかの問題を生んでいる。
第一に、政府与党二元体制が創られ、 案等の審議過程に深刻な影響を与えている。内需が国会に提出しようと法案は、予め与党の了承を葬る必要があ号 そ 手続きを経ない限り通例提出できな (事前審査)。また、与党内の意見調整を経た成案は、党所属議員に対し国会におけ表決を確定付けるものとなる(党議拘束)。更に、国会内における審議日程等の与野党協議が、常任委員会たる議院運営委員会から次第に国会外へと移行した。議運委理事で全会一致ル 
1
ルを主張する野党の影響力・関与を表舞台
から排し、水面下で各党が催期に取り引きを行う場面が増大し、各党党内機関である国会対策委員(会)同士 協議により決着を図るという構国が定着してきた(国対政治)。これら一連のプロセスに しては、審査・協議手続 非公式性から政治過程の不透明性、責任の所在の不明確さ、和益誘導型八万記政治講造等が指搭されている。本語の議論にとって重要なのは、国会内審議の形骸化をもたらすと 指 
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参議院改革議議の検註
掃である。一連の過程の影響は、とりわけ参議院内審議にとって甚大なものとなる。衆議院審議段階以苗から法案に
λjo
対する態更を決定付けられた上で参議院審議に繋がるため、著しい審議の形骸北がもた され、「カーボンコゼ 
」な
どと搾推される。このため、参議院改革論 においては、これらのプロセスに対し廃止又は見直し議が大勢を占めいる。ただ、当該プロセス泣現実設治的な性諮を持ち、与野党各党及び「衆高参抵」観の横 わる中で参 院議員が恩恵を得てき 実情もある 
c
また、国対等各々のシステ
ム・機能を撤廃しさえすればよいとまでは言い切れない。詳細辻 
3
で触れるが、結論として辻プロセスの公式性・
公開性につき如何らかの隷引きを摸索する が現実的と言えト品  
問題の第二は、  
( 3 )
でも述べるように、行政国家化の進
展や内関主導確立のための諸改革という今日的動向 兼ね合いとして、第一で示した伝統的国会橡・磯詫の理解がどの程度通用するか整理が求 られよう。また、変換型議
会機能を重視し、議員提案、法案修正の活発化を促すため
に発議要件緩和などを提起する議論も有力であるが こう
した提案が今日の諸改革の涜れに謝え得る理論を具備して
いるか藷査 必要である。

第三は、伝統的理解が両院関孫にも浸透していることで
ある。参議院は能憲当時から一貫して、衆議院抑制的機関の役割を果たす従たる院として期持されている。参議陸改
l
革論議では、権限縮小の方向での見直しが唱えられており、それは再院関係をかように規定したもので為る。しかし、こうした理解辻我が冨の二読制・参議誌の意味内容に十分な定義付けを行った上のものであろうか。二院制における第二院は、貴族院型、連邦型及び単一国家民選型 三類型に区分できる。参議院は最後 類型に屠するにも拘わらず、春在意義の追求に当 って 前二者 それが多分 援用されてきた。貴族院型・連邦型第二院は、第一院への抑制や慎重審議により存在が正 化されるが 参議院もまた涯史的にかような議院として期待され き のである。しかし、そのような正当北京理 みでは参議 の存在意義 全体を説明する積撞的・現代的理由に ならな吋。そ 意味で、従来の参議院改革論 は二 制内部の論理に留まる眼定的視野に基づく考察に過ぎ かった。( 3 )
内題主導性・執行権強化と参議読
九
0
年代以蜂進展した政治改革・行政改革は、従来とは

異なり、単なる行政機構のスリム化・簡素化ではなく 官
僚主導型統治構造からの脱却と、内需主導型の政治体制 
建立を追求している。ここで辻、諸 と冨会機能 変容参議院改革論議に与えた影響を整理することとし い。

一一大政党制を視野に入れた小選挙区中心の衆議院選挙制
度改編をはじめとする政 改革、議会内多数派の支持を受けた内器・再開総理大臣のリ:ダ 
シップ強北などの行政
i
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改革等、講じられた措量を見る隈り、諸改革はイギリス聖の議読内閣割を指向するものと言える。かような潮流詰ま
i
た、国会自体をも改革の対象とした。行政改革と相侯って国会審議活性化法等で実現した改革は、従来以上に与党議員を内題・行政穣棲内部に任用する ともに、党書需を含む国会議員同士の議論の活性北を留 であった。
これらの改革は、議会機龍の観点から立法機能よりも争
点暁示・政府統制に重点を置く、ポルスピ 
1
のいうアリー
ナ翠議会を、議院 閣髄の類型の観点で言えばレイプハルトのいうウエストミンスタ:・モデルを昌 すものと言える。それらは何れもイギワス議会を典型とし、与野党間討議による争点明示・政府監視、政府優位の立法過程と政府
i
・与党一元化などを特徴としているからである。国会にア
ワ 
ナ型議会としての穣龍が重視されるようになったこと

は、仔政改革会議最終報告が、自らの提案で強化された内
閣を統制しうる役割を国会に求めていることでも明らかで
あろう。また、内閣主導性・リーダーシップ強化を巡り近
年「国民内需髄」構想が唱えられているが 変容遅程にあ
る我が菌の統治棲造 とちわけ冨会・内閣関関係 現代的
・現実的に説明してくれる。この構想は、統治機構の溝図をアクション(政治目標に向けてのイニシアティヴ)としての政治のルールの領域と、コントロールとし の法の支配の領域に区別する方向で転換を国号、アクションぉ統治を内閣(与党)が担い、コントロ 
ル日一統制辻国会(野
党)が担うという講留で捉え直し、議院内閣棋の運用を、致治プログラムの担い手たる首相を国民が選挙を通じて事実上直接選択するよう改めようというものである。各党は首栢候樟及び公約となる政策を掲げて選挙を戦い、国民が判監を下す。匡会には政策決定よりも、政府が講じようとする致策内容を国民 照明らかにする、討議中心 会の役割が期待される。政 制・選挙制度 ついては、多数採形成の可能な二大政党制が要請され、選挙制約度 小選挙区艇が適合的となる。こうした考えは、政治の中、心を国会に置き議員立法など国会の強化が民主主義理念に連合するとの考え羽司会中、心主義ではなく、議読内諸制 に内閣を据えるイギリス型議院内閣制を範とするものである。
しかしながら、イギリス翠議院内閣制を指向する濁流は
それ自捧、いくつかの問題を抱えている。第一に、 閣融合的関孫を持つ衆議授は、アワ 
ナ型議会としての機能
を純粋に追求することができるが、参議院の果たすべき機能や内閣との 係が明らかにされてい い。衆議院 全く同議のアリーナ翠議会となれば、再び類依性の批判が生じる。第二に、アリーナ型議会を指向する潮流と並仔して従来型の議論も提起されている。議員立法活性化に関し衆議院正副議長指針等が提示され、会期末混乱防止等の対処療法的措置や審 充実策などが、変換型かアリーナ かなどの枠組みが照明示されないまま提起されている。つまり，、我が菌の統治講造はアワ 
ナ型を指向しつつも、国会運営上、
i
i
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参議院改革論議の投註
他の要素を求める余地につき十分に検討されているわけではない。第三に、内関主導型の政治システムが構築されつつある一方、国会内審議過程 おける内調主導性確保に関する議論詰不十分であり、副大臣 
大臣政務官制導入の効
果は判然としない。この点は 
3
で検証する。第四に、第
三と矛盾するようであるが、内隠主導性の一層の強大化に惇い、国会に対して中程執政部髄から審議の迅速化・効率先の要請が強ま ことである。内題と衆議読多数派とが融合的となる中、政策決定等全枠のプロセスにおいて、内関の主導性・求心力が高まれば、今後こうした要請が増大するであろう。この第四の問問題は、参議院の存在意義
a
再検討を卦要とする背景となっている。一二量記語講など
のシンクタンクやマスコミは、参議院の「強い力」や参 
院議員選挙の帰趨が政権の安定、政策の早期成立等を不当
に左右するものと理解し、第一院たる衆 信任に基づ
く議毘内需制約 髄愛東理が歪められ として 憲法改正 
よる剥度変更をも提起している。参議践に対して辻、舟関
主導性と衆議 優越の強化 目指すために 権限縮小・役
部分担論が提唱されている る。

とちわけ、法律案に関する衆議院の再議決要件緩和の提
案辻、参議読の存在意義を弱めう 最大の争点と言えよう。衆議院で議決した法律案を参 院が否決した場合 衆議は特別多数を以て可決する必要があり、こ 要件が「強い」参議院の原資、実実的拒否権とし 受け止められてき
た。九四年の政治改革関連法案否決、九八年の金融再生関連法案に係る野党案全面受け入れ等を併として、政唐与党・衆議院にとっての参議院の「強さ」の喜害性、先述の事前審査等による国会審議形骸北、すなわち参議読の存在意義・独自性喪失が指摘され要件続和が強く主張されている。しかし、再議決要件が開題として明確に自覚されるのは八九年の衆参ねじれ現象以捧であることに留意しなければならない。自民党が過半数を占めていた時代には重要視されなかった問題が、 を機に表面化したに過ぎないので
( お )
ある。その意味では 議院内問問髄原理に歪みを与える、特別多数確保が函難である等を理由に、産ちに憲法規定を改変しようという は、ときの致治状況に過震に原因を求めるもので、拙速と言わねばならなザ
参議援の独自性・存在意義を高める方策
これまでの整理を踏まえ、参議院審議講造は知将にある

べきかを検討しよう。今日、国会はアリーナ型議会として
の機能、すなわち与野党討議や政府統能・監視を行う場と
しての役割が強調される議涜にある。そ し 中、審 過
程上後議読となることの多い参議箆が、衆議誌とは異 
アリーナ型議会としての機龍をどのようにアレンジし 発
揮できるかが焦点 。これまでの改革論議では、組織
3 
・構成及び権限で参議院は衆議院と同震であり それらが 
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改革の足掘と理解されてきた。しかし、関貫性は藍ちに両誌の審議過程・講造の同質化(形骸化・カーボンコピー化)を意味するとは限らない。ま 、諮問機関と化した参議院に付与される「権威」が与野党討議による争点明示の機能を確保できる保証は全くない。対等に近い組織・権限等を与許として、 講造・スタイルに裁量性を持たせ、差別化を図ることは可能であり、またその必要があると考える。そのため、本稿は、組織構成や権限を大きく変えうとする通説・有力説に対して懐疑的であ与、そのような大改編なしで参議院の独言性・存在意義を高める方策を検討するものである。
I
我が国はウエストミンスタ 
・モデルを理想に掲げてい
るが、我が国の議院内障鰐が完全に向モデルと同一化できるかと言えば、それ誌困難である。委員会中心主義を採る我が国の議院内閣制が、レイプハルトの提示するもう一つの類型、コンセンサス・モデルの審 構造にも親和的な側面があるからである。イギリスでは政府与党が完全に一体化して議会審議が行われるが、コンセンサス・モデルの典型たるドイツ、フランスなどでは、内閣を議会外の春在捉えて両者聞に一定の距離を置き の結果、 過程おける政府与党関の交渉 議会内に公式に組み入れられ、設府提出法案も委員会審査 段階で与党中心 修正が施される。それは、委員会中心主義を採る我が冨の議院内器部と全く隔絶している のではなく また、議会外の調整シ
ステムである与党事前審査や国対設治において操号広、げられる各アクター詞の行為と、形の上で誌類叡性を有していると言える。もとより、我が国の審議構造がコンセンサス.モデルの審議構造と実態的に一致しているわけではないが、議会外の謁整システムの類保性を挺子に、我 留の致治システムを改善する可能笠があると誌言えよう。衆参両院の審議構造のあり方は、両モデル・機能のバラ
ンスの取り方により変わり得る。内障創出・支持基盤の主輔が衆議践にあることは明告であるから、再院 ウエストミンスタ 
1
型、アワ 
ナ型の特設を強調し、与野党首魁を
中心に論陣を張ることは当然であろう ただし 内閣 衆議院多数派が融合し執行権が強大化すれば、数の原理が最大限に和用され、審 のスピード化が図られ 一方、審議の充実は爵次的援いとなる。衆議院は執政蔀の支持母体及び審議促進装置として期待され、野党が役割を十全に発掻できる確証はない。その結果、質・量とも充実した衆 院審議が確保されず、内障・衆議院多数派への統制 不 分なまま議案が通過する虞が否定できない。
かような弊害が危慎されるとすれば、衆議誼への「抑制
・均衡・補完」というド伝統的・限定的参議院像や、組織構成改編・権限縮減により参議院の独自性と内閣主導型政治システムの実現を容易にしようとする今民 参議院橡からの説却が求められる。衆議誌 全うできない農のある与野党討議を確立し、内閣・ 院多数派に対する統制機能、
i
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争点明示機能を発揮する場として参議院を位置付けるべきである。その方策は瀬進的な内容に留まるが、結論的に言えば、参議長審議においては、コンセンサス・モデルの要
l
素を加味し、内関及び野党を正統 アクターとして組み入れ、彼らが審議過程でイニシアティヴを持つことのできるスキ  
ムを構築することが、参議院の真の独自性確保に繋
がると考える。以下こうした考え 前提に 参議院審議講造改善のための娃方案につき、議会割愛・運用及び参議援を取り巻くアクターの観点から若干の問題提起を行いたい。( 1 )
議会部度・運患の需題
これに関しては、第一に、内問婦に対する統制権龍として
の国政調査権、行政府監視機能の実効性確課を巡る議論 、第二にその弛制度運用面における論点に焦点を当てる。
第一に関しては、参議院及び参議院内野党を主要アク

タ:に措定し、どのような具体的手段により を確保
するかが問題となろう。ここでは、国政調査権の活用、決
算審査重視の展望、政府監視統制を目 とした撲講改革 
ついて検討したい。 

国政調査権は、アワ
1
ナ聖議会実現との関わりを明確に
した上で改革策を検討する必要がある。司政調査権 位置付けについては、立法の補劫手段とす 「補助的権能説」が通説とされてきた。し し、アリーナ型の国会が 府対する監援統制約機能を発揮するには、国政調査権の行使そ
れ自体が重要な手段となりうる 
従って、法案審査等に付
随するとの理解に留まらない、より積極的な笠置付けが必
(忽)
要となる。与野党駆け引きの具としての活用ではなく、ときの政治雷勢・勢力に過度に影響を受けず、安定的に必要に応じて活用すべきものとして捉え ければならない。その際重要となるのが、当該権限行使 基準の転換であるすなわち、野党によ 実費的審議機会の確保のため 観疫を追求すること、アジエンダ設定の問題として疑獄事件・スキャンダル 編向しがちな国政調査 の線引きを行 こと、国政調査を補完する意味合いを持つ衆議院の予備的調査制度とは別に、参議院においては調査権限 産裁な行使のあち方を追求すること、が求められ う 国政調査(権)の効力に対しては強制力を伴う場面が着目されることが多いが、実際には一般調査の形態をとり明確な権設発
動とは一言えない性格 持つ取り組みが行われているこも注 
すべきである。これらを踏まえ、具体的方策として
は、第一に、各委員会理事会の全会一致を踏まえた国政査権発動の仕組みを見直し、一定数議員から 請求に基づく「少数者調査権」行使の検討が挙げられる。第三には、野党提出法案の審議機会確保 ため 特定日を議員提出法案等に孫る審議の優先日 するなど 会期中定期的に野党
E
にアジェンダ設定を含むイニシアティヴを持たせる機会を
(お )
創ることが必要であろう。
参議院の決算審査に関しては、政府による決算の早期提 
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出及び参議読における皐期審査を念頭に改革が進められ、可視的な改革として評価されている。これら辻決算審査を参議院、予算審査を衆議院に住み分けるべきとの提案を踏まえたものであるが、次の点 習意すべきである。第一に、決算に対する議決は再援の議決ではなく、あくまでも各議院の報告事項扱い り、致帝統制の詣で十分とは言えをい。第二に、 が に重点を置くにしても予算審査への態度が不明確なままである。衆議院優越規定があるとは言え再院の議決を必要とする予算の審査を参議院が放棄したと受け止められかね い。以上 踏まえると、決算につき少なくとも自民党改憲案のように国会承認 義務付けるなど、 ・議 の法的・政治的効果の向上が求められる。また、決算審査・結果の政府に対する規制力を確保するためには、決算が本来予 審査を含む 執行サイクルの中で活用されるものであることを鑑みる必要がある。その意味で、通説的な予算・決算両 分担構想を転換し備えば、政府統能等を十分に発揮 き 予算委員会 活用と合わせた取れノ経み・工夫の一つとして、参議院にお て予算委員会・決算委員会の合議(連合審査)を行うことが挙げられる。予算・決算審査の分断を解消し、一層ダイレクトな決 審査のクローズアップと予算審査への反映 争点明一不等が可能と考えられ である。加えて、こ ような取ち組みを更に実効性あるものにす ため は、同詩期に審査対象となる決算 の簡に生じるタイムラグの
解請も将来的な課題と言えるが、現実的には膨大な設が彊の予算執行に採る総括としての決算及び会計検査報告のとりまとめに時間を要するこ も事実である。そうした中では、決算提出を待ってから決算委員会を本格始動させるのではなく、予算編或 期に問委員会が政府 方針等をチェックし 常会中の予算審議等をフォローアップすると
エ 叫 )
いった手法が常態的に採られれば、参議院が実質的に予算編成に与える影響を向上させ、政府の予算編成・執行に対する統制を発揮するこ が一一居可龍となろう。
また、致唐監規・統制機詑薙保のため、冨会又は参議設
に会計検査院あるい辻新機関を前設することが提唱されいる。この点に関しては、九七年に旧民主党が提案した「行政監視院撞構想」が実現せず、その後(決算)行政監視委員会が新たに改組・設量された経韓がある。ただ、致宥監規統制の役割が期待される予算 決算、行政監視の各常任委員会の実績に対する評価と結びついた論議が十分なされているわけではない。とりわけ、同構想の代替的な意味合いから創設された行政霊視委員会が、政宥に対し決議を採択するなどの実績を讃む一方で、設宥統制等の役割 どの程度果たし得たかの評髄は判黙としておらず、また 他の常任委員会の所管省庁に対す 般調査(医政調査)と異なる審査手法が確立したわけで ない。従って、単に防署捜関を設置すれば監読等 接能が発揮され と理解する前に、まず現行の行政監視委員会 審査の課題等を見極め 
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c参議説改革論議の検証
る必要がある 
確かに、厳格な三権分立制のもとで設置さ
れているアメリカ会計検査院 
( G A O )
を参考にした行政
監視院講想辻、冒会・内需馬関係を融合的と捉える議院内閣制及び内閣主導型政治システムとの関わりから、実現困難な部分はあ
σ
しかし、商構想に関し三権分立等の理由
で内閣が否定した官公署等に対する立入課査、資料提出請求、参考人詔致などの謂査権限、立法措置・予算等に関する意見旦ハ申などについて 行政監読委員会が嘗径委員会であることから、現に重複するものもあり、全く実現性がないとは言えないだろう。参議院全体としての政府統制機能の鶏果的な発揮や問委員会の存在意義 再定義のため必要となれば、関委員会に新たな権謀を付与することも検討すべきであろうし、それによって同委員会と飽 二種委員会(予算委、決算委)との差別化を図ることが可能 なろ、 つ 乍
次に第二の論点では、第一で検討した権龍としての審議

活性化策に対し、国会審議の運用面に焦点を当て、次 よ
うな観点から、審議の効率化・提進策による審議の費・量
の問題を簡単に検討 る。ここで掲げ 問題は特に言及し
ない誤ち参議院のみならず冨会全体にも及ぶ問題として整
理したい。 

第一は、会期制及び会期不継続原別 ある。会期末の法
案成否を巡る与野党攻防に伴う審議軽視・形骸化を臣避すべく再者の見直しが提唱されている。会期 に関しては、
細切れな会期を拡大し、審議日数の確保による国政問題への臨機応変な対応等を狙いとするため、廃止又は通年会期・立法期制の導入が主張されている。しかし、アリーナ型議会機誌の発揮にとって、物理的な詩詞確保策が与野党討議を促進し、審議構造を著しく改善するとは断定できない。会期の縮切れや 
数の少なさが問題なのか、合理的審議卦問
題の確立等時爵の活患により解決されるものか、慎重に判断する必要があろう。また、会期不経続嘉男もその霧止が要請されている。会期中に議決に至らなかった案件は原則として後会に継続せず、継続するのは議案であって議決
(議院の意思)ではない。ただ、役員等の任期は立法器を
前提としており、必ずしもこの原期が議会制度全設に要請されているものではないことに留意する必要がある。アリーナ型議会の観点からは の原則に拘泥する必要は く、案件の継続そのものが法案等 成 遅延効果を有し、それが致宥与党に対する一つの競艇機龍 して期持できる余地があろう。
第二は、定足数である。改草論議では、欧米諸国並みの

長時間審議時間の確保、参 院 本会議中心の運営や議員
橿人活動促進の要請から、これを本会議・委員 開 ・
継続条件たる議事定足数として解釈せず、 決持 み 要

( 怨 〉
件として解釈する案 提唱されている。ただ、与野党討議等を目指すアリーナ型 会実現 観点からは、議事定足数軒約の解放に伴、つ審 時開増大 確証がないこと、採決時
E
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以外にも討論等与野党それぞれの出霜が当誌に前提とされる手続きが存在すること、国会審議欠露の許容範囲に孫る整理がなされていないこと等から論議 展開自体阜討と考える。第三は、議案の簡略化の問題である。重要法案ほど特別別委員会設置による審査パターンが定着しているが、委員会設置自体を巡る攻坊に伴う集点 ずれや議案の一本化による審議内容の広範化・稀薄化を回避するため、各常笹
〔 お )
委員会による審議も検討すべきであろう。第四は、時間 
空費である。参 院が後議院となるケ 
スが多いことに起

罰する時間空費を訪ぐため、参議設 おける先議案件及び
予錆審査の活用に採る論議を行う必要があ 。先議案許に
関しては、とりわけ基本法を対象とすべ 旨が改革論 で
提唱されているが、先議案件増加
E
標とするので誌なく、 

与野党討議を衆議院に先駆けて行う のきっかけとして
重規すべきと考える。その意味で、予算関連法案が衆議説
先議として初めから特定されるべきものか、内閣官房及び
与党国会対策委員会等が中心となってい とされる先議決
定スキームに参議院舗がどの程度コミットできるか、につ
いて戦略的な検証が重要 なろう また、予錆 査制度 
活用に関しては、衆議院側で予算審 が行 れてい 関の

i
(明記)
「空き時間」活用が重要となる。限りある会期内の審議時需確保のために辻、 に掲げた予算委・決算委の連合審査や、法案に関し も並行または先行審査が現実的に検討すべき課題となってくる。  
( 2 ) 	
アクタ  
の問題
アクターに関しては、特に致党、
内閣に焦点を当てるこ
ととしたい。
政党に関しては、与野党の伝統的行動様式の是非と、新
たに認識すべき課題を整理する。まず、与野党双方の役裂を国定北してきた旧来的な議会内戦術が不必要であることを確認しておこう。野党戦術の最大目標辻、会期末までの審議引き延ばしによる廃案や与党譲歩の引き出しであり、その戦衡には、つるし(多数の本会議選旨説明要求)、委員会審議入ち引き延ば 、まくら(対象法案の前の法案審議に時間を費やし本命法案審議入りを引き延ば )、定割日遵守主張、理事会全会一致ルールによる慎重審議 主張定数確認要求、 拒否、委員長解任決議案・需品同等問責決議案などの動議提出、長時開演説、牛歩などが挙げられる。一方、与党側の最大自標拭審議促進と早期成立であり、与党単独質疑、強行採決 本会議中間報告要求といった手段を採ってきた。 野党はこうした戦構を駆使 攻防を繰り広げる一方、徹底的な討議を行うことなく、採決延期や、野党主張に沿 た総理・大豆答弁 部間帯決議 見直し条項追加、法案惨正などという形で 決着を図って 。 かし、与 討議及び政権交代可能性を前提と アリーナ童議会では このよう 議会髄震を楯にした 動様式の再考が求められる。のみならず、与野党討 の実現には政党に新しい行動様式の確立と緬枯胞の付与が必要である。
i
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与党の役割を限定的なものとしている要因は、次の二点
である。第一は、政宥との関わ号、すなわち政府府与党二一克体制の開題である。イギリス議会を範と る議民内閣制、故府与党一格化を目指す中、現実 政府与党関係は確かに小泉政権誕生後変容しているものの、郵政民営化関連法案を巡っても党内事詰審査に依拠せず内需主導による政策決定・国会提出を行う一方 、国会提出の相根拠まどに党議決定を援用したり、また、全ての政策決定過程が内閣主導はなっていない分野も依然多く、二元体制自体が解消されたわけではなく暖昧な状態が続いてい 一両者は未だ分館した体制を維持して るのが実需であり 
、インフォ;マル
な与党内意志決定システム錨重型の政策決定・論議かち説却することが、国会特に参議院を実貿的な審議の場と る
p
ために必要であろう。第二に与党・参議院会派関係であ 。政権与党である自民党の党期及び運営実態を見る援号、参議説会派(議員訟会)辻、党総務会を頂点とする意思構造においてその決定に反する類の行動は許されず、また同会派 員 長・幹事長等は党本部組織に組み込まれ、議員総会自体が党内意思決定の経路上に置かれ わけではない。このため、参議院会派の党本部に対する影響力はあくまで開限定的なものとならざるを得 い。先に述べた、衆議院中心の与党内意思決定構造を見直し、与 派とて政策形成・情報収集に優位な立場を活かして国会審議臨む姿勢が必要であろう。これらを実現 ために 、事
前審査・党議持束・国対政治各々の対象・場所・時機・参加主体等についての落とし所を如何に設定するかが鍵となる。刻、えば、党議拘束に慰問しては対象を選別し、案件の重要度に応じて議員の国会内における発言の自由度 高める必要があり、拘束の時機も案件に応じて国会提出前とするか国会審議過程中とするかの分部が求められる。本音の議論が展寵され 事前審査を、利害調整 決着を図る最終地点と捉えることをやめ、党内論議を司会内へ移行す ことが特に与党には求められよう。国対政治に関しては、与野党協議の場の国会内公式機関へのシフトがまず必要で毒り、そうして初めて、どうす ば与野党 実費的協 が可龍かを詞題にできる。その場合、現行議読運営委員会の活用か新たな議事協議機関設置かと見解辻分かれるが 後者は屋上屋を重ねる虞があり、現行の議運委の運用改善が基本となると忌われ 。
更に、与野党協議メンバ 
も再整理が必要となる。国対

幹部に限らずに、国会劉から正副議長を、 閣側から閤療
等を交えることが課題となろう。また、内閣との関わりは
後述するが、政党・国会関係では、議運委及び 対委関 
相当の重複があり、各政党で法国対闘委員長が議運委等の

( お )
理事に、国対委員が議運委員と る場合 ある。一部重援するメンバーが実質協議を国対、公式協議・決定を議運と使い分けている実情を踏まえ、実質最終決定を国対から議運とする方法を議論する余地があると考えられる。殊 、
i
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政護交代をも視野に入れた政治システムが更に進展すれば、全会一致という設内外の培黙のル 
ルに冨執せず、回来の
相互依存的取引関係から説却して、徹・底した与野党対詩型の国会運営の増大も想定される。それに伴い、多数決原理に基づいた運営が可能となれば、上記のような変化も容易
(訂}
になってくるのではないかと考える。
一方、野党については、政権交花をも視野に入れた行動
様式が重要となる。アリーナ型議会にとって、野党を審議による反対でなく審議しない反対に留まらせてきた要因を照明確北することが必要で為る。その第一は、国会審議 おける野党自身の態度である。由来戦結以外の次の手を野党
h i
が身に付けたとはまだ言え いだろう。確かに近時、対案提示・先取り型の議論を展開す 場面も増えて るが、審議停語を巨鴎とし 載衝はなくなって ない そのよ戦翁は会期の空費をもたらし、と 
りわけ後議読となること
の多い参議院の存在意義を脅かす要因 っている 議会制度を楯にした本会議趣旨説明要求 定例日遵守要求の野党の抵抗全てを否定するもので誌ない 、その効果や限度を見撞めるとともに、審 岸諸からド宇野党討議・争点明 不に転換させるため抜本的に戦略を変えるべきであろう。要因の第二は、政権交代のための制度的支援体制 不備る。まず、野 に対する信報の遮断があ 。自民党一党優位勢制時 設局民情報ではなく、設策的需報が重要視される今日、野党 も十分な調査・靖報技集体制が揖構築され
ければならない。立法樟佐機携の強化に謡え、党シンクタンク等のあり方を再考すべきであろう。次に、野党に対する財政的支援の不端である。イギワス野党は「女王陛下の野党」として議会制度に位置付けられ、影の内閣の設置や党首への 語震など、政護交代のための環境整備が図ら
(犯)
れている。我が国では現行政党助成制度との兼ね合いの問題があるが、上述の調査・情報収集体制整舗の観点からも議論が必要であろう。また、野党の桂置村けに関する憲法・国会法等法令上の配意も必要で る。マジョリティ・ル:ルが基本原理だとして 、アリーナ型議会にお る野党の競争力向上のためには、野党の国 内活動を容易 し、地位の向上を法令上確保す 必要 ある。その場合、少数会派による調査・議案提出・審議請求等のアドバンテージを法制度上確立できるか 重 となってくる。内諾に関しては、内諾主導型政治システムの国会内にお
ける達成状況と課題を中心に、憲法・国会法にみる内閣と国会の関わり、行政改革・国会改革策の国会における達成状況、内関と参議院改革との関わり を整 する。 
2
で
触れたように、内調或いは罷僚等が冨会審議 過程で、日程協議、採決といった軽要な場面でのイニシアテイヴを付与されているわけではない。寧ろ内閣は、国 内で促進策を講ずるための手段がないことから、法案成立を巡る各段搭で与党に依存してきた。与党主導システム 内閣提出法案の無穆正と早期或立の確震を高め、本来審議過程でそ 
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の任務を果たすべき内需備が、結果的にこうしたメリットを享受してき 額面詰否定できない。
で辻、行設改革及び冨会改革の一環として実施された国
会審議活性北法の、審議過程に与えた影響はどうか。内調主導性と国会審議双方の鍵となる副大臣・大臣政務官制について検証してみよう。爵大臣及び大臣政務官は、侶政務次官とは異なち大臣補生及び各省政策決定ライン上に位霊付けられ地泣舟上が図られた 菌会法は、 等につき、大臣補佐として本会議・委員会に出席できると規 している。これらを見る限り、内閣主導性の確保のため、毘権限等致治任足壌が一一層積極的に冨 へ関与 制度となったことは窺える。しかし、冨会運営の実聾からこれら政治怪用ポストの地位及び職務内容を見ると、「政務」は、政府委員制度廃止に伴い政府委員 ら移転した国会対策(根回し)と理解され、必ずしも内関主導性の確保と整合的ではない。審議影骸化の要冒とされる、国会外で 意思決定経蕗への組み込みに過ぎな 虞があ ためである。板にそうであれば、副大臣等の職務が、国会内で内閣主導を確保しているわけではないこと る
5
冨会内における内麗主導註確保の手段を伺処に求めるべ
きか。ここでは、閣僚、副大臣等の致治任吊職と国会内協議との関わり 着目したい。既に触れ よう 、我が屈の議院内障制の実情は、コンセンサス・モデル きな違和惑のない仕組みであれノ ドイツ、フランスの例が内閣の議
会への参画の態様に関し参考になる。いずれも、我が昌の議院運営委員会に担当する機関が議会に設けられ、当該機関に設宥代表が参酉し、議事自程等 関する協議に詰んでおり、明確に政府優位の議事日程協議権が整備されている場合もある
ところが、我が国では伝統的金三権分立の理解から、内
関を国会内の審 過程やと了野党 議に関与させ い額向があり、システム自体辻コンセンサス・モデルに近弧しても実際上の開きは大きい。参議院を衆議院と異なるアリーナとして機能させるためには、この点に着巨し、内簡を参院審議のアクタ 
として確立させる必要がある。内関宮ら
の責任・判新に基づく行動を可能とした、内閣の参 毘内活動の裁量度を高める工夫が要請される。具体的な措置としては、参議院内審議過程への内障・政治任居職の参画であろう。そ 場合、環実には政府与党一一瓦化が完全でない状況に鑑み、参議読内に内関参画の場所と機会を創設すること、内閣の発言権を確保すること、政蔚提出法案等二疋範匿の議案 つき内障の意向を尊重すること、 法制度を含め顛何に受容するかが鍵となる。
これらについて本会議及び委員会レベルでそれぞれ検討
してみよう。本会議の場合、法案の本会議審議日程、委員会付託等協議を行う現行の議院運営委員会及び同理事会への参麗形態が問題となる。政府代表としての関僚等を委員
c
・理事とするかどうかの議論はあるが、少なくとも正式メ 
i
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ンパーとして与野党との訴穫が可龍な立場を確保する必要があろう。其体的致宥弐表辻、実緊に冨会との調整を行っ
N h
ている内閣官一房長官・同副長官等が挙げらるとともに、蕪任所大臣の活用により国対委員長等与党幹部を国会対策担
4
当大臣として就かせることも考えられる。委員会の場合でも、基本的に審議スケジュ 
ルに孫る事項への参画影態、
と 
りわけ各委員会の実費的運営方針を決定する理事会にお
ける扱いが焦点となり、ここで先に掲げた副大臣・大臣政務官等の役醤が期待され 。現在は国会外での与野党対策
i
が致務の中心とされているが、理事会へ正式に参彊させ、協議の場を確保することが議論されるべきであろう。
結びにかえて
以上述べた諸点誌、憲法改正を岳要とするわけではなく、

司会法の見亘し等に留ま ものであり、場合によっては昌
会(参議院)・政党内の運荊を変えるという意味で、新た
な先例等の創出で十分実現可能な部分も る。こうした問
題提起は為くまでも嵩進的であり、従来メニューの組み合
わせという点では麓撞的な自己規定に欠け、被量的 の批
判が想定される。しかしそれだけ実行可能性誌大き 

とはいえ、このような方策さえも、党派・議員の個別利
益追求により実現できない可能性もある。その場合、参議院喪主論を含む弱体北詰が高揚し、堂論等の動寓 よっては現実味を帯びてこよう。特に衆議院 実現したに
7党在留
支患は、医院で露露なく参議院改革論議を行う環境が整寵されたことを意味する。参議読麗止論等が現実となれば、我々は、益々強北される可能性のある執政権を統制しうる機関・機能を喪失することに るが、それが我 国のデモクラシ 
にとって有益か否か、震途考えねばならないこと
となろう。〈主要参考・引用文献〉注に掲載した以外の主要なものを掲げておく。浅野一郎防編『国会入門』(告白社・二  
00
三)、『選挙制震
と政党』(告山社・二  
三)
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信堂・二 
(有斐閣・二  
00
二三九・西
( 1 )( 2 )( 3 )( 4 )( 5 )
大石巽『議会法」
頁参照。
山石井奉信『立法過程』(東京大学出版社・一九八
八)九六夏以韓、二二五頁以降参患。
罰右二二一員参照。同右三七頁参照。一九七  
O
年五月、第六次審議会報告は、参議院選挙
制度を審議する第一委員会及び選挙制度一般を審議す 
O(
抱七  
二
00
酉)
前田英昭「二院制参議院の役割と「自主性」」 ジュリス
ト』一一 七号(二 
000)
松下圭一『政治省行政の考え方』(岩波新書・一九九人)
門
包
2
・九州-
O i Z - o  
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る第二委員会の報告を添え、明確に「参議院が公選載を採る摂り、寧ろ政党化は避けられないところであり、政党化を前提として参議院本来の機能を発揮することO ができるような選挙都度を検討すべき」と現状を分析し、結論に至らなかったも の全国区への比例代表制導入に対する意見が多く述べられたとしている。
( 6 ) 	
比例代表制下で通常選挙を経験する中、一九九 
年
七月第八次審議会は第二次答申で同制度の改革案(非持東名簿式比側例代表制)を 示 た。問答申は、参議院に期待される役割辻、衆議院に対する抑制・均欝・補完により国会審議を填重にし、国民代表機関たる国会の機能を遺憾なく発揮せしめ こと あるが、衆院と異なる独自の立場に立った審議とは必ずしも言い難いこと、致覚化が進み参議院の独言性・自主笠を発揮するこ が困難となってい ことを批判 その要菌に参議院選挙制度を挙げた。衆 とは異なる選挙の仕組みによる民意代表の確保や、党議持束からはで
O
きる限り離れ独自性発揮を可能にすること、すなわち
参議読政党化抑割の必要性等 指摘している。 
O
 
( 7 )
特に、加藤秀治郎「自本の選挙」(中公新書・二三)一一二頁以降参照。また、只野雅人「参議院の
独昌性と選挙龍度多元的民意の反換 「致党本金」」「ジュリスト」二二三号(二 
00
一)三七頁参
照。比剖代表制等で衆議院と異な 勢力を創出し う
とすれば、却って参議援が国設を蘇揮させる「統治語力の薮壊者」となり兼ねないこと、衆参別留の選挙制度採用により特定の政党制の形成が困難になることなどを指捕している。
( 8 ) 	
党リ  
ダ 
選出との関わりでは、自民党のみならず
民主党代表選出過程においても衆 再読議員の票 較差が設けられていないことと、憲法の衆議院優越の枠組みとを、どのように整合性させるべきな かどうかも本来議論の対象となるべきであろう。罷僚人事との関孫で辻、小泉致権以前の状況に基づけば、派爵・類送り人事及び参議院ポスト数の国定化において必ずしも適材適所の配置であったかを断定するこ はできない。また、爵大臣・大臣政務官までも参議院を排除することが妥当かどうかも慎重に議論されねばならな 。何れにしても、本積 文紙に基づけば、権限を撤麗・放棄してもなお政府監視や与野党討議による争点明示の機能を確保することのできる参議院の「権威」の具
体的なあち方とその確保策について明確に示した上で
議論すべきことであろう。 

( 9 ) 	
中島誠「立法学』(法律文化社・二 
四 ) 一 一 一 一 一 一
頁参照。変換型議会は、社会の様々な要求を法律(政策)に変換する機能を存し、多捧な民意を反換した員によって愚民的合意を形成していく を中核とす
i
る。したがって、 議会 指向する場合 委員会中
i
OO
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心主義の下、議員立法の活性化がその目指すところとなる。一方、アリーナ型議会は、与野党が争点を明示して討議を重ね、次期選挙で 国民の支持獲得を 
指
P す関技場、場裡の撲誌を有し、致宥が作或した法律案を基に、迅速で効率的な決定を行っていくことを中核とする。 たがって、アリーナ型議会を指向する場合、政府は与党と一枚岩の強いものとなり 本 議中心主義の下、議会における討議 争点明示、政宥監提・批判の活性化がその目指すところと る。
(日)決定が全会一致を前提としているがために、議員個
人の発言力や抵技力は思いの外大きくなっており、与党・自民党にとって 、国会で野党対策を行う以上に党内の審議過程において自民 議員対策が重要な意味を持つことになる(山石井・前掲書(注  
2 )
一八八頁参
照)との指摘は、直接的に衆参 党 聞の力関係を指しているわけではないが、類推して理解す ことができよう。
(PH E
(日)堀江湛・笠京英彦編著「圏会改革の政治学』
研究所・一九九五)七六頁以降参照。機関としての
冨対委だけが、機能 して 居対の役醤(他会派と交渉、党議拘束の徹底等)を果たしているわけで ないこと(つまり、議運理事会や理事懇談会、幹事長レベル会談等も国対の性貿を帯び ることて国対委がそれ自体密室性や不透明性 有するわけで なくこの
弊害は議事運営に関する全会一致が背景にあること、諸外国の併でも国対の機能は何れかの機関が担っていること、などを指掃している。
(立)発議賛同者数媛和が概ね妥当とされている。ただ、
数の提案に特段の根拠は見当たらず、議論は必要である。また、アリーナ型 会機能を中心に据え ば、提案数増大吉体が改革の目的と ならな 。法案の乱提出を訪止し、提案の内容の適否等を審査・調整する体制が司会に整わなければ、真に必要な提案 対 審査が困難とな 虞もあ ためである。また、機 (会涼)承認手続についても見直しが求められているが、議院内関割 政党政治の下で運営されるこ 、内閣主導型致治体制が進震して ることから 所罵設党の方針と異なる提示をどの程度許容することが妥当であるかは慎重に整理されねばならな 。少なくとも、党網領・公約等との整合性 確保 たも でなければ 嵩雲な提出に繋がってしまう。
(日)大沢秀介「政党化の波にもまれる強い参議院二院

制と参議院制度の改革」『法学教室」二七 
号(二  
0
 
0
三)西  
夏、原田一一瞬「需院制」「ジュリスト増刊 

号・憲法の争点(第三寂)』(一九九九)一六回頁等参
詔 … 。
(日)原田一明『議会制度』
(一信出社・一九九七年)
九頁以降参照。
O
O
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(誌)大沢・前掲論文(注臼)三人頁参照。(日)大山礼子「比較議会政治論」(岩波書庖・二 
00
一一一)一一一一真等参照。ウエストミンスタ  
1
モデルは、イ
ギリスを傍とし、単独多数内閣又は最小藤和連合内語、一読制又は鼓行的二箆鎖、小選挙区説を典型とする多数代表制の選挙制度、集権的額向の強い単一国家、などを特色とする。この類型の議会審議構造は、与野党間の言論による対決自体に意味があるため、政府優位の立法過程、与野党対決型審議の或立 
法案修正に対
する副次的な認識、政府・与党の権力融合・一元北れれ首相統治下 政府・ 党関係に特殻付けられ 。コンセンサスモデルについては後述するが、ドイツ フランスなどを典型とする欧州大軽重議庭内閣制で、連立内菌、二読割、少数代表 確保でき 比例代表割等の
CC u u
選挙制震、連邦国家制又は分権型の単一国家などを特
色とし、内閣提出法案は委員会審査中又は委員会 査
の結果を踏まえ修正が施されることが多く、委員会設
藷の修正案の圧質的多数が与党側によるも なって
い る 。 

(口)高橋和之「議院内閣制国民内閣制的運用と首梧公

選論」『ジュリスト』一一九 号(二 
一)一七一 

頁以降等参語。 

(誌)一九九四年六月に衆議読正副議長がとりまとめた
「国会改革への一つの提言」では、国会審議の活性化
として、①常任委員長会議の活用、機動的かつ円滑な国会運営に資するための協議の定期的実施、②本会議趣旨説明要求議案の委員会早期付託、各委員会定僻目見重し、③予算委員会等における政策の実質的言議、適切な糞疑蒔需の確保等、審査 実質化・計一密化及び能率先を国るための措量を、立法機龍の充実として、①議員立法活性化・・議員提出法案提出手続き 慣行及び取扱いの簡素化、②議員提出法案(修正案等含む)の詐成・提出・質疑の活発北・・起草小委員 の活用、自由討議時間の確保等、委員会運営あり方の晃重し、③立法補佐機構の一層の充実強化等を掲げている。この提言の重点は国会 機能の充実に置かれている。この理念は、一九九六年六丹に衆議院正爵 長とりまとめの「議員立法の活性化に関する一つの提言」で一層組北されたと言える。ここでは政策立案機能 充実強化として、国の唯一 立法機関としての国会 政策立案機龍の充実・強化を求め、①各政党(会派)政策揚生スタッフの充実・強化を図るため 公的勢成金制夏の改善、②罰会立法補佐議構 機能の質・量 拡充③委員会の行政府に対する情報開示要求権 法律上措置等を、議員立法提案促進 ため 環境整備として、①国会法第五六条等の改正(議員発 要舎 義和)、②各会派機関決定を議員立法発議・提出の必要条件としないことを、議 立法に関わる国会審議活性化策と 
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して、①委員会における議員同士の自由討議による実箕島審査を実施する設陛の設定、②党議持束の見重し等が提起された。もとよ号、ここで提起された事項は、内閣主導型政治体制で求められている国会の致蔚統能、政府監視等の機能向上の観点と一応合致している部分 あるが、こ らの機能確保を目指したも かどうかそのを置付けには不鮮明な翠分がある。なお、これらに対する批判として、新正幸「議員立法」『ジユリスト』一一七七号(二 
000)
八二頁参
照。憲法体制との理論的・制度的整合性という見地かちは、三才一窟」の固まりであり  
、混乱の極みであると
評している。
J
(叩)再議決要件に関し、憲法改正も視野に入れた方策を
参議院側が自ら提示したものとして、参議院の将来橡を考える宥識者懇談会「参議院 将来晶体に関する意見書」(二  
000
年西月)が挙げられる。用意見書は、
衆議読は参議院が否決した議案を過半数で再議決し成立を図ることができるとし、その代わり参議院の役割を明確化するため、衆議院は参議院の否決後二疋期間再議決権 行使できないとするスキーム 提案している。こうした趣旨の提案は決して特異なものではなく、一二世紀臨調、読売改正試案、各政党の憲 改正論議等多方直から行われている。また、諸外国の上践と詑較した上で 参 の力が
「語いものではない」ことも強調されている。例えば、イギリス上院(貴族院)では、下院(庶民院)が可決した法案の或立を、金銭法案の場合は一月間、その他の法案は一年間遅延させることができることを踏まえ、権隈縮小により上院の維持が可能 なっている点 強調している。フラン については、再院の権限は原期として対等とされるも の、両院の意見が対立した場合、首相の要求で南読協議会を関蓋し、なお不一致のときは、政掃の要求に基づき下 が最終的な議決を行うことができるとして、強力な政府主導によ 下院優越の実現を主張 いる。ド ツに関しては、法律案の種類によれソ再設の 額辻異なるが、上院の用 を要する法律について同意がな ときは不成立 同意を要しない他の法律については、上院が異議を提出したときは下院 再可決 成立する て、下院の優越性を主張している。
(初)元山健「両読制」『ジュリスト』一二八九号(二

五)六八頁等参照。 

(包)政治状況によっては衆参それぞれの会派勢力構成も

変わり得ょう。現に二 
00
五業議院総選挙結果のよう

に、第一党が圧劉的多数 確謀し、再議決要件である
O特別多数をも確保し得る状況を生み出した。
(泣)原田一一明「国政課査権」『ジュリスト』一一三一一一
(一九九人)一一七頁以降参額。また、孝忠延夫「昌
O 
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会による政宥・行政統制」『ジュリスト増刊号・憲法の争点』(第三版)(一九九九)一七九頁参照。もとより、国政調査権の通説的解釈が補助的権能説であることが当該権限の行使に当たり明確な不備を伴うものではないが 本積の うな考え方を採る場合、独立権能
O
説を正面から論ずることは避けられない。
(お)大山礼子『国会学入門第二販』(三省堂・二 
00
一 二 ) 二  
七頁、孝忠延夫「国政調査権の現状政府・
行政経髄穣能の拡充」『ジュリスト」一一七七号(二000)
八八頁参黒。また、委員会開会要求という形
で主として野党が委員会の閉会を求め ことのできる
O
仕組み自体はあるが、委員会開会の日時を決定するのはあくまでも委員長の権限で為り、野党傑 主張する日時等に治った開会が可龍となるわけではない。
(出)大石・前掲書(注1)一 
六真参照。
(お)平成一五年度決算に関しては、第一六一回臨時会に

国会に提出(平成一六年一一月 されたことを受け、
同年内に本会議報告・質疑を うとともに、全大臣出
需の下で委員 質疑を行っている調はある( だし 
平成一六 度決算に関しては、前年に砧潮時国会が関かれなかったこともあり、平成一八年一丹召集の第一六
四回通常国会で審査入与となっている)。 

(お)本呂珪綾「現代日本の政治と行政』(北調出張・二
00
二一六八頁参類。また、平松毅「オンブズマ
ン」「ジュワスト』一一七七号(二 
000)
一 六 一 一 員 、
山口二郎「国会・行設関孫のこれから」『ジュリスト」一一六一号(一九九九)八五頁参照。行政監視院は三名の委員による合議制機関とされ、総務庁行政監察局の大要を国会に移告し、二疋数以上の議員から要求があった場合等に監視を行い、官公署等対する資料要求権、立入調査権、参考人招致の権謀が付与されるとともに、必要な法改正等 ついての意見を述べることとされている。同法案は致府・与党の理解を得ら ず廃案となった経緯があり、その反対理吉としては、行致府の掴別具格的活動に国会前屠機関が直接勧告等の措置を講ずることは立法府・行政府間の権力分立に反すること等が掲げられた。ま 、(決算)行政監視委員会は、行政監視註構想に弐わって一九九七年一二丹に司会法一部改正により実現した(参議誌の場合は、更に同院「行財政機構及び行政監察に関する調査 」による提案がなされた経緯がある)。両委員 の機構設置背景には若干の相違 見ら るものの、持れもオンブズマン的議能を果たすこと 期得され、毅務省行政監察や苦情請願等を手掛かりとした調査等を行うものとしている。
(幻)諸外国の状況を見ると、ドイツでは通年会期制(立
法期)が採用され、議会会期中いつでも活動詑力を有する。また、通年会期制を諜っていない国でも、イギ 
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リスは毎年一一月初め頃に議会が召集され、翌年一R
末まで継続し、実質的にほぼ一年中議会が関かれる。
フランスは年二会期制を採っていた経韓があるが 頻O 繁に韻時会招集が必要となったことから、一九九五年に憲法を改正し一  
月初めから翌年六月末までの約二
七
0
日需の一会期制に改めた。アメリカでは、毎年一
丹三日 開会、七月末告に爵 することとなっているが、実際 は一  
O
月ないし一一一丹初旬まで会期を延長O
するのが常とされる。我が国においても、一九四六年の国会法制定に当たり 常会の会期が一五 
日とされ
たものの、常会会期延長及び臨時会召集・会期延長が常慧化し、通算すれば年間二 
005
を超え、実質的に
辻諸外国と同謙 我 国も会期の長期北額向にある(大出・前掲書(注包)五九真参照)。 た、先議案
件との関わりも重要であろう。第一回国会から第二二
O
七罰百会(一九九六)まで 全七、五三五本の完関提出法案のうち参議説先議辻一二弘である(福元龍太部『日本の国会政治』(東京大学出版会・二 
000)
二
頁参照)。年度末・会期末においては集中的に参議
O
長審議が行われることになるばかわりか 法案の生殺与
奪の権を参議誌が握 にな号、再議決要件と栢
挨って結果的に参議院批判 材料を提供することに繋
がっているのではないかと考える。

(お)定足数に関しては、諸外国の例が引き合いにされ、
現代議会の傾向は議事定足数を特に問題視していないという文脹や、欧米諸国並みの長時間の本会議審議の実現といった観点から讃極的な提示がなされている。例えば、イギワスでは、議事定足数をカウントする手続は一九七一年に廃止された。その背景としては、議員の議会内活動が、本 議出席のみならず委員会や会派活動など広範囲に一日一っていることを詰まえたものとされる。こうした運用 よ号、イギワスで辻、江ぽ毎日長時間(午後二時半から  
時まで)本会議を開く
ことができ、そ 点が緩和論の根拠とし 援用されている(大五・前掲書(注 
1 )
一五一一員等参照)。
(お)もとよりノ、特別委員会方式を求める克解が大勢を占
め、特別委設置自体に伴う国民的関心の高まりゃ大臣出席の確保、集中審議による議論の収数等メリットが存在するのは確かである。ただ、匡 に提出される法律案自体が既に一括法形式であった号、複数の法案を一括して議題とすることによ乃、焦点が絞りにくく
なったり、会派によっては 案によって賛否を分ける
場合も為ることから、明確かつ効果的な争点化が困難
となる場合も否定できないであろう。

(初)基本法に関わるものを参議説先議とすべき言の提言
が多いが、アリーナ型議会機能 発揮の観点からは、基本法等全てが争点 性質を有するか否かは別院題であり、本来的には当該機能発揮の可能者先議案件を
O
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選到しなければならないだろう。
(訂)中島・前掲書(注 
9 )
一七二頁参額。
(沼)大山・前掲書(注お)一六二頁等参照。(お)中島・前掲書(注 
9 )
一八九・一九  
頁参照。
(話)村民一部『政策決定通程」(信出社・二 
000)
参
患の上とりまとめ。自民党の場合、党執行機関たる設員会は、総裁、副叫総裁、幹事長、総務会長、政務調査会長のほか、「参議院議員総会長」及び「参議院幹事長」を以て棲成される(党鄭第二五条)。各種議決穣巽に関しては、党最高穣関である党大会や、党大会に次ぐ両毘議員総 において 構成・議事に関し党所属国会議員の衆参の較差は設けられていない(同第三二条、第三六条等)。また、総務会は議決権関であるが実費的には党務・毘 運営に関する党内最高意思決定
O
機関として、内閣提出法案等重要事項の党議決定を行い(開第三八条参照)、政治 流れに道筋を村ける役欝を担っている。その構成は党所属衆議院議員一回名の誌か、参議院議員六名等も含まれ(胃第三九条)、当選回数等の経震を踏まえ選任されている。更に致務調査会は内閣の法案・政策 関し、事前審査制・ 議拘束の一連の過程において基幹的な役割を担っ おり、下位機関として審議会及び各部会が設けられている(同第四五条・第留七条)。党期に参議院議員の参雷に係る規定はないが、実擦は政務調査会副会長のうち
一名詰参議院自民党政策審議会長が、審議会委員として複数名が、各部会の正副部会長として一定割合数が、当該ポストに就くとされてきた。自民党参議院議員の場合、比例代表選出議員を中心に利益団体を選出基盤とする議員も多いことから、器会内の発言力は吉田い。ただ、関連省庁の政策を ちまとめる各 は衆議院議員に占められ、政策決定に主導的立場を有するのは衆議院議員であること、政策は最終 に 務調査 、総務会の決定を経 必要があり、党本部の意思が最優先となることから 参議院議員の役割 弱震上援定的なものとなる。また 上記機関以外に院内機関 し衆参にそれぞれ議員総会が設けられている(再第五八条・第六一条)が、あくまでも院内機関としての位置付けに~抑留まってお号、参議院会派たる議員総会誌党内意思決定過程に組み入れられているわけではない。独自に役員を設けることのできる規 等は量か ているが、構造上少なくとも執行機関・ 決機関より上位・対等の機関で誌なく、最終的には、韓務会 頂点とする党本部の意患決定に従うことが求め る仕組みとなっている。
もとより、派開運営や党内ポスト配分の実態などを
も踏まえると、自民党参議院議員・会提 しての「底上げ」が近年持に顕著になっているとの指請は可誌であろう。参議読自民党の党内の影響力 ついては、と 
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りわけ入九年以降の参議院内の与野党ねじれ・括提状況の下、次の点が語摘される。第一に、九二年のき民党竹下派分裂における自民党参議毘議員の役割である。同派衆議院議員の過半数が反竹下派となった一方、同派参議院議員の多くが派内に残った。後継を巡り参議長議員が重要な役欝を果たしたことの致治的効果は、致界再編の背景の一つとなっ のみなちず、その後小潟派が自民党内で復権するのに伴い、自民党内の参議院議員の発言力増大の布石となった。竹下派分裂によって第四採関に転落した小潟採は、九八年までに第一流関に返ち咲き、河涼内で発言権を高めていた参議院議員(特に参議院幹事長等)の自民党内で 役割増大した。また、参議院議員が派閥 長に就任する慨が生じ、連立交渉 おいては参議院自民党幹器が交渉役として参詣し、連立政権構立で重要な役割を果たした廷か、内閣発足時当初から参議読自民党幹部が内閣官房長官に就任している。第二に、九 
0
年代の自民党
参議院議員の党 ・陣内ポストの拡充とその定著 ある。九四年の致治改革関連法案の否決・修正に参議読が大きな役割を果たしたとして、参議読自民党議員総会長に加え同幹事 も執行部に参酉することとなった。更に参議院自民党は閣内に参議院枠を設け ため内閣官房爵長官の増員を要求し、九八年の内罷法改正で実現した(竹中治堅「「自本型分割致唐」と 議院の役
割」『年報致治学』
( 二  
回)
一 
九頁以降その他参
詔 … ) 。
また、小泉政権誕生後、参議院自民党は、二 
二
年の郵政公社法案提出の際の衆議院修正のように、参議院の法案議決権そのものを背景に党内での政策形成過程そのものに介入すること昌鉢は可能になっているとも言える。小泉政権以誇党内派関の衰退が詣掲される一方で、いわば参議院派閥とも言うべき参 自畏党の影響力が同じように衰退したとは断定できない証左にもなれノ存え 。
しかしながら、こうした点が垣常的なものか現段階
での判断は困難である。つまり、参議院自民党の発言力増大(派闘が衰退す 中で 維持を含む)の背景が、参議院自民党その のの力の向上と見ることが妥当なのか、ときの参議罷自民党幹部の力量に張存する側面が強いのか、区剥が難しいためである。 た議員が衆議院中心 党内ポストの一 を保持・拡充してきたことは、裏を返せば党本部へ 参議院の取 込みに留まる髄冨も否定 きない。
その意味では、党本部からの裁量・独自性確保の
きっかけ自体はその余地が全くないわけでは いであろうが、参議院与党の影響力は安定的・憧常的 ものであるとまで言い切れ も でもないと考える。持れにしても、小泉設権以後、党部会・族議員中心の 内
CO
O
OO
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手緩きゃ派需について、それらの変容と崩壊(の萌芽)が詣請される中、先の衆議院詮選挙における与党特別多数確保の現状や 次期参 通常選挙の結果が、参議院自民党に与えている(若しくは与えるであろう)影響については、今後の研究課題としたい。
(お)大出・蔀掲書(注お)一三九頁以韓等参照。諸外国
の実需を到示し、議院内閣制採用菌は詞らかの形で議
O
員の表決に対し拘束が行われていること 当該拘束は我が国とは全く異なる形態にあり柔軟な対応が医らているこ が着目されている。
OO
(お)坂本孝治部「議長運営委員会と各党冨会対策委員会
の機能・講成について」『ジュリスト』一一七七号( 二  
000)
一 
九頁以降、中島・前掲書(注 
9 )
一
八三頁参照。
(訂)各政党問調整等国対の援詫自体は侍れかの機関が担

わざるを得ないことと、アリーナ型議会機能としての
徹底した、場合によっ はマジョリティ・ル 
l
ルを強 

諒した与野党間討議 必要性という、程反するとも言える両者題関係の具体的な在ち方について 今後の課
題としたい。 

(お)中村勝範編『主要国政治システム離論改訂版」
(慶麿義塾大学出版会・二  
五)八五頁以降参照。
設府与党に対抗する野党第一党は、与党に反対することを通して、少数派罰民の声を国致の場に反映される
とともに与党が独裁的となることを防ぎ、権力の腐敗と独善とを訪止する役割を果たすものと認められ、国王の統治に貢献する存在とされている。影の内調の存在は、野党党首に対して議員歳費とは別に政務調査費支給が法的に保障されたことにより法律的な存在となっている。なお、妻族院の野党指導者 雨涯の野党毘内幹事長にも特別の手当が支給されている。
(却)本田・前掲書(注お)八七頁参照。なお、国会対策
委員会では、内閣提出法案につき各省庁の大臣政務官が説明、質疑に対する応答を行う(中高・前提書(注9
)
九三頁参照)。
(的)大山・前掲書(注訪)七六頁・七七頁、中村・前掲
書(注お)一二人頁等参照。ドイツ連邦議会 は、議長の犠務遂行を樟佐するため長老評議会が置かれている。評議会は、議長、副議長、及び議憲数に比例して各会誌から指名された議 並び 連邦政蔚を代表する連邦大臣及びその代理によって構成され 。主要任務は各会派への委員長ポスト配分 連邦議会の活動計画等につき会派間了解を図ること等で、調整機関としての役割を果たしている。また、フランス議会に辻本会議の法案議事日程を決定するため、議事協 会が置かれている。協議会は、議長、副議長 各常任委員長、財務委員会総括報告者、各会派 長及び歌州連合に関する議員団長で講或され、設長代表として議会担当相 
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- v が参加し、議事日程の決定は政府に優先権が与えられている。
(託)この点に関しては、副大臣等の白露及びその理事会
における地位等について法令等明文で規定する必要はなく、運用によ 対応で十分であろう。もとより、現状において委員会等の開会期日を決定するのは委員長の権誤であれソ、内閣 一員が理事会などに出窓し発言しても当該内容が宣ちに拘束力を持つものではなく、あくまでも参考・尊重に留ま ものとなろう。具体的な在り方については引き続き今後 研究の課題とした 
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